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１．はじめに
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民間事業者や総務省事業により整備された通信網（光ファイバや携帯電話回線）から先の農業農村におけるICT
利活用のための情報通信環境として、光ファイバ、無線基地局、通信機器等の整備を一体的に支援。
整備した通信施設は、農業農村インフラの管理の省力化・高度化に活用するとともに、地域活性化やスマート農業に
活用可能。

民間事業者・総務省事業

マルチセンサ

スマート農業の実装促進

農山漁村振興交付金（情報通信環境整備対策）

自動走行 データ活用

WI-FI

直売所・交流施設等の
公衆無線LAN農泊のWi-Fi

通信ビル 光ファイバ

農業農村インフラの管理の省力化・高度化

水位センサー

携帯電話基地局

携帯電話
サービスエリア

無線基地局（LPWA）

無線基地局（BWA等）

橋梁振動センサー

ため池排水機場

無線基地局（ﾛｰｶﾙ5G等）

監視カメラ

光ファ
イバ

拠点的
地点

用排水路農道橋

遠隔操作
遠隔監視

無線基地局
（LPWA＋携帯回線）

居住エリア 農業・農村エリア

地域の条件を踏まえた最適な通信技術を柔軟に
組み合わせて通信環境を構築可能。
そのための調査・計画づくりから施設整備までを一
体的に支援。

＋
地域活性化やスマート農業の実装の促進に情報通信環境を有効活用

１）農山漁村振興交付金 情報通信環境整備対策
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農業用ダム

鳥獣罠センサー

排水機場

農作業
体験施設

公衆
無線
LAN

自動走行農機
（VRS利用）

光ファイバ

ドローン

居住エリア

ハウス
環境計測

集落排水

農業農村インフラの管理の省力
化・高度化に関する利用

スマート農業の推進に関する利用
地域活性化に関する利用

選果場

ため池

頭首工

無線基地局は地域の実状を踏まえて適切な通信規格を選定可能

情報通信環境整備対策のイメージ

自動給水栓

農道橋
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地域課題解決のため、情報通信環境整備の事業化を
検討する地域を官民連携の推進組織がサポート

情報通信の分野は専門性が高く、地域（市町村、土
地改良区、農協等）のみで事業化（事業申請を含む）
するのはなかなか難しい...
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２）官民連携組織（農業農村情報通信環境整備準備会）



調査・整備計画策定

実施設計・施設整備

運用開始

農
山
漁
村
振
興
交
付
金

（
情
報
通
信
環
境
整
備
対
策
）

方針検討、推進体制、
概略構想づくり

ICT活用・情報通信環
境の必要性認識

＜各段階で生じる課題＞

ICTで何ができる？そのた
めに何が必要なの？
実際にどんな事例がある？

＜準備会の活動＞

（事業実施準備）
方針・体制・概略構想づくり支援
事例紹介、アドバイザー紹介
事業化のための概略構想の作成アドバ
イス
事業申請支援
事業内容、要件、手続等の説明
事業計画書等の作成アドバイス

（事業実施中）
先進地区事例・アドバイザー等紹
介
個別地区の課題に応じた先進地区事例、
アドバイザー等の紹介
※事業実施期間中における費用は事業主体が事業費か
ら手当

事業申請

＜情報通信環境整備の流れ＞

○情報通信環境の整備の推進を図るため、「農山漁村振興交付金（情報通信環境整備対策）」による支援
に加え、事業実施の検討・準備段階である地方自治体や農業者団体等に対し、情報通信環境整備の普
及・啓発、事業実施前～実施中に生じる様々な課題への支援を実施。

助成
国の事業を活用するには
どんな手続が必要？要件
は？

地域の合意形成、調査・
計画づくり、施設整備に
あたって先進地区の情報
や相談できるアドバイ
ザーが必要。

ウェブサイトによる情報発信・相
互共有
施策、事例、技術情報の発信
地方キャラバン
ブロック別に関心ある地方自治体等を
対象に説明会・セミナー等を開催
研修会・先進地視察等

普及・啓発

運
用

事
業
実
施

準
備

検
討

調査・計画
策定費用
アドバイザー
派遣、ワーク
ショップ等
開催費用
施設整備費用

個別地区支援

地域の将来にとって必要
な情報通信環境ってなん
だろう？
どんな体制・役割分担で
進めていったらいいんだ
ろう？
事業化にあたって概略構
想をつくる必要。 ੍
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農業農村情報通信環境整備準備会 【活動イメージ】
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農業農村情報通信環境整備準備会（実施体制）
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①普及・啓発

情報発信・相互共有 地方キャラバン

研修会・先進地視察等

ウェブサイトへの主な掲載内容

準備会の紹介
構成員（サポート会員）の紹介
事例紹介
資料アーカイブ
入会案内
研修会等案内
よくある質問・回答
関係法令・施策等
用語集
技術・製品情報

地方ブロックごとに関心のある地方自治体等を
対象に情報通信環境整備の必要性や準備会の活
動内容等について説明。

ユーザー会員等（地方自治体、土地改良区、JA等）を対象に、
事業化に向けての段階に合わせた研修会や先進地視察等を開催
サポート会員等（民間事業者、都道府県、都道府県土地改良事
業団体連合会等）を対象にしたサポートに係る資質やコンサル
ティング技術の向上等の講習会を開催。
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URL：https://nn-tsushin.jp/

農業農村情報通信環境整備準備会【具体的な活動内容①】
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農業農村情報通信環境整備準備会【具体的な活動内容②】
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農業農村情報通信環境整備準備会【ウェブサイトのご紹介】



○ 情報通信環境の整備に向けたプロセスや考え方、留意点を示すことで、地域における取組のきっかけや参考として活
用され、農業農村の情報通信環境整備の推進に資することを期待。

○ 本ガイドラインは、ICTを活用した、農業農村インフラの管理の省力化、スマート農業の導入、地域活性化に取り組
むため、地方公共団体、JA、土地改良区等が主体となって情報通信環境を整備する際に活用されることを想定。

１．目的、位置づけ

〇 農業農村における情報通信環境は、低密度の人口、集落や農地を含む幅広いカバーエリア、農業農村インフラの管理、
スマート農業の導入及び地域活性化などの多用途への活用といった市街地とは異なる条件下で整備・運用を行う必要。
地域の課題やニーズ、将来的なＩＣＴ利活用方針を踏まえた効率的な情報通信環境の構築
多目的に活用し整備・運営コストを関係者で負担できる体制の構築

２．基本的な考え方

〇適用する技術、通信方式、ネットワーク構成の検討
適用する技術、地形・電源確保等の条件を踏まえ、各種通信方式の
中から適切な通信方式、ネットワーク構成を検討することが重要。

〇情報通信施設の配置計画の検討
無線基地局の配置は、通信の安定性、効率的な配置、維持管理のし
やすさ等の観点で検討。

〇整備・運用方式の検討
民間事業者の意向、地方公共団体の財政措置や国の施策の活用など
総合的に勘案し、公設公営、公設民営等の整備・運用方式を検討。

〇方針、構想の検討
課題や核となる取組を起点とすることが重要。
ＩＣＴ活用に関心の高い少数の農業者と検討を
はじめ徐々に賛同者を増やす方法も有効。

〇基礎調査、情報収集
地域全体の課題やＩＣＴ利活用の可能性のある
取組等を幅広く把握。

〇ＩＣＴ利活用ニーズの把握
アンケートやワークショップの実施に際し、関
係者を対象に先進地視察等を行い整備後の具体
的なイメージを持ってもらうことが重要。

〇推進体制の構築
地方公共団体による部局横断的な体制、行政・
農業者団体・通信事業者など幅広い関係者によ
る推進体制を整備することが望ましい。

３．主なプロセスとポイント

〇地元説明
整備計画の内容、工事・運用スケジュール等を地元関係者に説明。

〇無線局の免許・登録
無線局の種類に応じて、免許の取得や登録など必要な手続を行う。
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３）農業農村の情報通信環境整備に関するガイドラインの概要（令和６年４月）
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